
資料１ 

令和２年１月２２日 

令和元年度原子力総合防災訓練の評価に係る今後の進め方 

１．現 状 

  令和元年１１月８日（金）、９日（土）、１０日（日）に実施した令和元年度

原子力総合防災訓練の実施成果報告書（案）（以下「報告書（案）」という。）

について、現在、内閣府（原子力防災）内の機能班長等へ照会をしているとこ

ろ。 

  照会結果を踏まえ修正後、関係府省庁、島根県、鳥取県や関係市をはじめと

する訓練参加機関に報告書（案）の照会を行うため、引き続き協力をお願いし

たい。 

２．今後のスケジュール 

１月中旬  報告書（案）について、内閣府（原子力防災）内の機能班長等

へ照会 

  下旬  報告書（案）の修正、関係府省、島根県、鳥取県、関係市への

照会 

２月中旬  報告書（案）の修正、関係機関への回答 

３月上中旬 報告書の完成 

  中旬  原子力規制委員会へ報告・公表（ＨＰ掲載） 

３．連絡・調整先 

内閣府政策統括官（原子力防災担当）付参事官（総合調整・訓練担当）付 

訓練評価担当 田上 

電話：03-5253-2111（83742）



 

「島根地域の緊急時対応」策定に向けた今後の対応（案） 

 

 

○令和 2年 1月 22日 第 21回作業部会 

 ・令和元年度原子力総合防災訓練の実施結果等の共有 

 

 

（以降、作業部会を適宜開催） 

 ・訓練結果も踏まえた「緊急時対応」の検討 

 ・「緊急時対応」案の作成、担当者間確認 

 

 

○未定 関係省庁協議 

 ・「緊急時対応」案に係る関係省庁との調整 

 

 

○未定 作業部会 

 ・「緊急時対応」案の最終セット 

 

 

○未定 地域原子力防災協議会 

 ・「緊急時対応」案の確認 

 

 

○未定 原子力防災会議 

 ・「緊急時対応」の了承 

 

資料２ 


	資料（分割１／２）.pdf
	資料（分割２／２）

